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本論文は、わが国にお ける高校職業学科(専 門学科)の 成立 ・変遷 と現状 を検討すること

を通 じて、高校教育にお ける職業教育の再定位 をめざしたものである。

戦後 日本 の教育制度 の特徴 として、学校教育のなかで職業教育 ・訓練が十分定着 して こ

なかった ことが挙 げられ る。欧米諸国の場合、後期 中等教育段階において職業教育 ・訓練

が系統的に行われ るとともに、それが職業資格制度 と結びついて学校か ら職業への移行が

行われ るのが一般的である。 これ に対 してわが国の場合 は、戦後の高度経済成長 と 「日本

型企業社会」の成立のなかで、青年は労働 市場に送 り出 された後に企業内で職業教育 ・訓

練が行われ る しくみ となってきた。

しか し1980年 代末のバブル経済の崩壊 とそれ に続 く不況 の長期化のなかで、日本型企業

社会 は動揺 し、企業内教育 ・訓練 のシステムは終身雇用制度 とともに大き く変容 させ られ

ることとなった。 しか し学校 における職業教育制度 は未成熟であ り、青年 は 「学校 か ら社

会への移行」に大 きな困難 を持っこととなった。

本論文は、 このよ うな高校教育(後 期 中等教育)に おける職業教育のあ り方 を根本的な

問題意識 としなが ら、第1に 、高校職業学科 の成 立 ・変遷 と現状 を教育政策の展開のなか

で整理 しその特徴 を解 明すること、第2に1990年 代以降の高校の多様化 ・特色化の動 向を

分析す るとともに、高校再編政策 の検討 を行 うことを通 じて、高校職業学科の現状 と課題

を明 らかにす ること、第3に その際、特 に、工業高校、水産高校、農業高校 を中心に、そ

こでの教育内容 の特徴 を実態 に即 して整理 ・解明す ること、を行っている。そ して これ ら

の研究作業 ・成果 を総合 して、高校職業学科 の今後の展望 と制度的な課題 を考察 し結論 と

している。

このよ うな本論文は、特に次の諸点において優れた研究 として評価することができる。

1.本 論文 は、戦後教育改革 における高校職業学科の成立 と今 日に至 るまでのその制度的

変遷 を総合的体系的に整理 しよ うとしたものであ り、その構想 自体 が高 く評価 できる。近

年、教育社会学の方法論な どに基づいて高卒者のキャ リア研究が活発に行われるなかで、

職業学科の卒業生のキャ リアについても検討が試み られ ている。 しかしこれ らの研究 は、

職業学科の教育内容や教育実態そのものに踏み込んで論 じられているものではない。他方、

高校制度 と職業教育の関係性 を理念的 ・制度的に問題 とした研究は、1970年 代末 までの状

況 を対象 としたものは存在す るが、1980年 代 中葉以後の状況について総括的に論究 した も

のはほとん ど存在 しない。

2.本 論文 は、高校職業学科の変遷の考察にあた り、制度上規定 されている学科名称お よ

び各学校で使われている学科名称 の変化 についてそれぞれ具体的に整理 ・解明す るととも

に、そのカ リキュラムの構成 を 「普通教科」対 「専 門教科」の比率を軸に実証的 に分析 し
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ている。 このよ うな研究方法論は、教育制度論研究 において斬新なものであ り、貴重 な試

みであると評価 できる。

3.本 論文 は、事例研究の対象 として、主に水産、工業、農業 を取 りあげ、それぞれの学

校が今 日どのよ うな教育 目標 を掲 げどのよ うな教育実践 を行 っているかを具体的 に分析す

るとともに、 これ らの結果 を総合 した類型化 の試 みを行 っている。 この ような試みは独創

的な ものであ り、この分野の研 究に大きな刺激 を与 えるもの となっている。

4.本 論文 は、結論 として、わが国が単線型 の教育体系をと り続ける限 り、後期 中等教育

段階(高 校)に おいて職業教育 を発展 させ ることが重要であることを力説 し、そのために求

められ る制度的課題 を提起 している。青年に対す る職業教育のあ り方あるいは 「学校か ら

社会への移行」が切実 な課題 とされている現状において、 このよ うな明快 な議論 を提示 し

その教育学上の課題 を再整理す ることはきわめて有意義 な作業 として評価 できる。

以上の成果 とともに、本論文は次 のよ うな課題 を持つ ものである。

1.戦 後の高校制度 と職業学科の成立 と変遷、お よび戦後の職業教育 ・訓練制度の発展に

ついて分析す る際の研究方法論が不徹底であ り、同時に時期 区分にも不鮮明な部分を残 し

ている。

2.「 普通教育」 「職業教育」 「専門教育」 「実業教育」あるいは「職 業準備教育」 「職業教育」

「職業訓練」な ど、議論 を展開す るための基礎的概念についての解 明が不十分である。 こ

れ らの用語 の定義 と用法 については歴史的にも現代的にも様 々な立場があ り、論争 的なも

のであるが、それだけにいっそ う概念 の明確化 については留意すべ きである。また、 「職業」

と 「労働 」、 「職業教育」 と 「キャ リア教育」等の異 同についても同様である。

3.工 業、水産、農業 などの職業学科の事例分析 にあたっては、その調査対象 となる学校

の選択 についてよ り厳密な方法論が求め られ る。

本論文の公開審査会 は、8,月6日(木)午 後4時30分 か ら6時30分 まで、本学稲盛記念

会館102教 室にて開催 された。最初に、申請者が論文についてパ ワーポイ ン トお よび配付

資料 に基づ き約50分 間の説明を行い、続いて質疑応答が行 われた。審査委員お よび参加者

の計7名 か ら意見お よび質問があ り、申請者 は誠 実に丁寧 に応答 した。

本学位審査委員会は、以上の審査委員 による論文審査 と公 開審査 を通 じて、申請者の強

い課題意識、一貫 した論 旨と研究の蓄積 を確認す るとともに、論文 は公共政策学研究科 「博

士論文の審査基準」にお ける 「博士学位論文 の評価の基準」に照 らしてその基準 を達成 し

ていると判定 し、申請者が博士(福祉社会学)の学位 に値す るもの と判断す る。
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